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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 49(オ)1087 原審裁判所名 福岡高等裁判所 

事件名 建物所有権移転登記抹消登記手続

等請求 

原審事件番号 昭和 47(ネ)339 

裁判年月日 昭和 50 年 11 月 28 日 原審裁判年月日 昭和 49 年 8 月 8 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 その他   

判例集等 集民 第 116 号 675 頁   

 

判示事項 仮登記担保権者から清算未了のまま目的不動産の譲渡を受けた第三者が債務者

の意思に基づかないで所有権移転登記を経由した場合と債務者の右登記抹消手

続請求権 

裁判要旨 仮登記担保権者が目的不動産を自己の所有に帰属させるとの意思表示をしただ

けで清算をしないで仮登記のまま目的不動産を第三者に譲渡し、第三者が本登

記を経た場合において、本登記が債務者の意思に基づかずにされたときは、債

務者は第三者に対して右本登記の抹消手続を請求することができる。 

 

全 文 

主    文 

原判決中上告人Ａ１の被上告人に対する所有権移転登記抹消登記手続請求及び建物明渡請

求並びに損害金請求に関する部分を破棄し、右部分につき本件を福岡高等裁判所に差し戻

す。 

その余の上告を棄却する。 

上告を棄却した部分についての上告費用は上告人らの負担とする。 

理    由 

上告代理人堤千秋、同堤克彦及び同横山茂樹の上告理由について 

第一 上告人Ａ１の所有権移転登記抹消登記手続請求について 

一 原審の適法に確定した事実は、次のとおりである。 

訴外Ｄと同上告人及び訴外Ｅとの間で、昭和三六年一〇月二六日、同上告人はＤに対し金八

一万四〇〇〇円の貸金債務を負担していることを認め、これを同三七年三月一五日限り支払

う、Ｅは同上告人の右債務につき連帯保証する、同上告人が右債務の履行を怠つたときは、債

務の弁済に代えてその所有の本件建物の所有権をＤに移転する、同上告人あるいはＥが期限

前に右建物を第三者に売却しようとしたときは同人らは期限の利益を失う、との契約が成立

し、同年一一月七日右契約に基づいて本件建物にＤのためＦ名義で所有権移転請求権保全の

仮登記が経由された。その後同年一二月同上告人とＥが右建物につき第三者と売買契約を締

結したため、同人らは期限の利益を失い、右債務の弁済期が到来した。そこで、Ｄは、昭和三

七年二月一四日夕方佐世保市内のＧ商事株式会社の事務所にＥを連行し、Ｄにおいて本件建

物を他に売却処分してその代金を右債権の弁済にあてるため、Ｅに対して、右建物の所有権を

Ｄに移転することを求め、かつ、右処分による登記手続に必要な同上告人の委任状、印鑑証明

書の交付等を強要し、右会社の事務員らとともにこれに、応じないＥに暴行を加え、翌一五日

朝まで同人を一睡もさせなかつた。同日Ｄらの強要に畏怖したＥは、Ｄらとともに同上告人方
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に赴き、同上告人名義の白紙委任状を作成し、同上告人の印鑑証明書とともにこれをＤに交付

した。Ｄは、昭和三七年二月二三日被上告人に右建物を仮登記のまま代金一三一万円で売却

し、その代金の支払を受け、右仮登記を被上告人に移転し、同日、被上告人において、仮登記

に基づく本登記を経由し、Ｄは右代金を本件貸金債権の弁済にあてた。 

二 右事実によると、Ｄと同上告人との本件代物弁済契約は、債権担保のための仮登記担保

契約であることが明らかである。そして、仮登記担保契約において、債務者が債務の履行を遅

滞したとき、債権者は、目的不動産を換価処分する権能を取得し、原則として、換価のため、

目的不動産を適正評価額で自己の所有に帰属させ、債務者に仮登記の本登記手続及び目的物

の引渡しを求めることができるのであるが、その場合、右評価額が債権額及び換価費用を超

え、債権者において右超過額を清算することを要するときは、債権者が清算金を債務者に提供

するまで、換価処分は完了せず、債務者は債務を弁済して仮登記担保関係を消滅させ、目的不

動産の完全な所有権を回復することができるのであつて、右清算金提供の時までは、目的不動

産の所有権は、債権者の換価処分権によつて制約されてはいるが、なお債務者にあると解する

のが相当であり、債権者の債務者に対する目的不動産を自己の所有に帰属させるとの意思表

示だけで目的不動産の所有権が債権者に移転するものではないといわなければならない（最

高裁昭和四六年（オ）第五〇三号同四九年一〇月二三日大法廷判決・民集二八巻七号一四七三

頁、同昭和四五年（オ）第三一〇号同五〇年七月一七日第一小法廷判決・民集二九巻六号登載

予定各参照）。 

ところで、債務者が債務の履行を遅滞し、債権者が債務者に対して換価のため、目的不動産

の所有権を自己に帰属させる旨意思表示をするとともに、仮登記のまま目的不動産を売却処

分した場合においては、第三者は、債務者の債務の履行遅滞により債権者が取得した目的不動

産についての換価処分権能に基づく処分によつて目的不動産を譲り受けたのであるから、右

不動産について適正な手続により仮登記の本登記を経たときは、その完全な所有権を取得し、

債務者がこれを否定することはできないものと解されるが、仮登記担保契約の趣旨に照らし、

清算が未了である場合には、右登記の経由されるまでは、債務者は債権者に債務を弁済して仮

登記担保関係を消滅させ目的不動産の完全な所有権を回復することができるのであつて、な

お目的不動産の所有権は債務者にあると解するのを相当とする。そうすると、第三者が右登記

を債務者の意思に基づかない等違法な手続によつて経由した場合には、債務者は、目的不動産

を所有しているわけであるから、右登記の抹消を求める利益を有し、第三者に対して右登記の

抹消登記手続を請求することができるものといわなければならない。 

三 ところが、原判決は、債権者ＤがＥに対して本件不動産の所有権を自己に移転するよう

求めたことによつて直ちに右所有権がＤに移転し、同上告人がその所有権を喪失したとし、ま

た、被上告人の本件建物についての仮登記の本登記が違法な手続によつてされたか否かを問

わず、同上告人は被上告人に対して右登記の抹消登記手続を請求することができないとした

ものであつて、右判断は、前記判示に反し、違法であるといわなければならない。そして、原

審の確定した前記事実によつても、被上告人の経由した右登記が適法な手続によつてされた

とは認められず、むしろ、右事実によると、その手続に瑕疵のあつたことがうかがわれるので

あるから、原審判断の前記違法は、原判決の結論に影響を及ぼすことが明らかであるといわな

ければならない。よつて、上告代理人堤らの上告理由第一点は理由があり、原判決中同上告人

の被上告人に対する所有権移転登記抹消登記手続請求を棄却した部分は、破棄を免れず、右請

求について、登記手続が適法にされたか否か等更に審理を尽す必要があるので、右部分を原審

に差し戻すことを相当とする。 
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第二 上告人Ａ１の本件建物明渡及び損害金請求について 

原審は、ＤがＥに対して本件建物所有権の移転を求めたことによつて同上告人が本件建物

の所有権を喪失したとして所有権に基づく同上告人の右請求を棄却すべきであると判断した

のであるが、右判断の違法であることは、第一に前述したところによつて明らかであるから、

上告代理人堤らの上告理由第一点は理由があり、原判決中右請求に関する部分は破棄を免れ

ず、右部分を原審に差し戻すことを相当とする。 

第三 上告人有限会社Ａ商事の損害賠償請求について 

所論の点に関する原審の認定判断は、原判決挙示の証拠に照らし、正当として是認すること

ができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、ひつきよう、原審の専権に属する事実の認

定、証拠の取捨を非難するものであつて、採用することができない。 

第四 上告人Ａ１の占有回収の訴について 

右訴は出訴期間経過後に提起されたものであるとしてこれを却下した原審の認定判断は、

正当である。論旨は、採用することができない。 

第五 結論 

以上のとおりであるから、原判決中、上告人Ａ１の被上告人に対する所有権移転登記抹消登

記手続請求及び建物明渡請求並びに損害金請求に関する部分を破棄し、右部分につき本件を

福岡高等裁判所に差し戻し、同上告人の被上告人に対する占有回収の訴及び上告人有限会社

Ａ商事の被上告人に対する損害賠償請求については、いずれも上告を棄却することとする。 

よつて、民訴法四〇七条一項、三九六条、三八四条、九五条、八九条、九三条に従い、裁判

官全員一致の意見で主文のとおり判決する。 

（裁判長裁判官 関根小郷 裁判官 天野武一 裁判官 坂本吉勝 裁判官 江里口清雄 

裁判官 高辻正己） 

 

 

※参考：判例タイムズ 335 号 204 頁、金融商事判例 495 号 7 頁 

 

 


